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第 61 期  貸  借  対  照  表 

2020 年 3 月 31 日現在 

(単位：百万円) 

資    産    の    部 負    債    の    部 

科      目 金    額 科      目 金    額 

流 動 資 産 97,509 流 動 負 債 31,371 

現 金 ・ 預 金 2,626 

 
未 払 金 15,279 

金 銭 の 信 託 41,524 

 
未 払 収 益 分 配 金 0 

有 価 証 券 24,399 未 払 償 還 金 3 

未 収 委 託 者 報 酬 23,936 未 払 手 数 料 6,948 

未 収 運 用 受 託 報 酬 4,336 

 
関 係 会 社 未 払 金 7,262 

そ の 他 700 そ の 他 未 払 金 1,063 

貸 倒 引 当 金 △14 未 払 費 用 10,290 

固 定 資 産 23,026 未 払 法 人 税 等 1,564 

有 形 固 定 資 産 645 賞 与 引 当 金 3,985 

建 物 295 そ の 他 251 

器 具 備 品 349 固 定 負 債 3,883 

無 形 固 定 資 産 5,894 退 職 給 付 引 当 金 3,311 

ソ フ ト ウ ェ ア 5,893 時 効 後 支 払 損 引 当 金 572 

そ の 他 0 負 債 合 計 35,254 

 投 資 そ の 他 の 資 産 16,486 純 資 産 の 部 

投 資 有 価 証 券 1,437 科      目 金    額 

関 係 会 社 株 式 10,171 株    主    資    本 85,270 

 長 期 貸 付 金 16 資   本   金 17,180 

長 期 差 入 保 証 金 329 資 本 剰 余 金 13,729 

長 期 前 払 費 用 19 資 本 準 備 金 11,729 

前 払 年 金 費 用 1,545 そ の 他 資 本 剰 余 金 2,000 

繰 延 税 金 資 産 2,738 利 益 剰 余 金 54,360 

 そ の 他 229 利 益 準 備 金 685 

貸 倒 引 当 金 △0 そ の 他 利 益 剰 余 金 53,675 

  別 途 積 立 金 24,606 

  繰 越 利 益 剰 余 金 29,069 

   評 価 ・ 換 算 差 額 等 10 

  その他有価証券評価差額金 10 

  純 資 産 合 計 85,281 

資 産 合 計 120,536 負 債 ・ 純 資 産 合 計 120,536 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡  
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第 61 期  損 益 計 算 書 

           自 2019 年 4 月 1 日 

                                    至 2020 年 3 月 31 日 

(単位：百万円) 

科        目 内  訳 金  額 

 営 業 収 益  

 委 託 者 報 酬 

 運 用 受 託 報 酬 

 そ の 他 営 業 収 益  

 営 業 費 用 

 支 払 手 数 料 

 そ の 他 営 業 費 用 

 一 般 管 理 費 

 

115,736 

17,170 

340 

 

39,435 

35,005 

 

133,247 

 

 

 

74,440 

 

 

28,055 

営 業 利 益  30,751 

営 業 外 収 益 

 受 取 配 当 金 

 そ の 他 営 業 外 収 益 

営 業 外 費 用 

 

4,936 

310 

 

5,246 

 

 

443 

経 常 利 益  35,555 
 

特 別 利 益 

   投 資 有 価 証 券 等 売 却 益 

   株 式 報 酬 受 入 益 

特 別 損 失 

投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 

関 係 会 社 株 式 評 価 損 

固 定 資 産 除 却 損 

   

21 

59 

 

119 

1,591 

67 

   81    

 

 

1,778 

 

 

 

税 引 前 当 期 純 利 益  33,858 
 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  9,896 

法 人 税 等 調 整 額  △34 

当 期 純 利 益  23,996 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡ 
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第 61 期  株主資本等変動計算書 

           自 2019 年 4 月 1 日 

                                    至 2020 年 3 月 31 日 

           （単位：百万円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株 主 

資 本 

合 計 
資 本 

準備金 

その他

資 本 

剰余金 

資 本 

剰余金 

合 計 

利 益 

準備金 

その他利益剰余金 
利 益 

剰余金 

合 計 
別 途 

積立金 

繰 越 

利 益 

剰余金 

当期首残高 17,180 11,729 2,000 13,729 685 24,606 30,723 56,014 86,924 

当期変動額          

 剰余金の配当       △25,650 △25,650 △25,650 

 当期純利益       23,996 23,996 23,996 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
         

当期変動額合計 － － － － － － △1,653 △1,653 △1,653 

当期末残高 17,180 11,729 2,000 13,729 685 24,606 29,069 54,360 85,270 

                                          （単位：百万円） 

 

評価・換算差額等 

 
純資産合計 その他有価証

券評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

当期首残高 33 33 86,958 

当期変動額    

 剰余金の配当   △25,650 

 当期純利益   23,996 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
△23 △23 △23 

当期変動額合計 △23 △23 △1,676 

当期末残高 10 10 85,281 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡ 
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個 別 注 記 表 

 
[ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ] 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

 

(2) その他有価証券 

             時価のあるもの      決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

 (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価           

 は移動平均法により算定しております。)   

             時価のないもの       移動平均法による原価法 

 

2. 金銭の信託の評価基準及び評価方法 

   時価法 

 

3. 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産       定率法を採用しております。ただし、1998 年 4 月 1日以降に取得した 

      建物（附属設備を除く）、並びに 2016 年 4 月 1日以降に取得した建物 

 附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま す。 

           

   (2) 無形固定資産      定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについて 

及び投資その      は、社内における利用可能期間に基づく定額法によっております。 

他の資産 

                           

4. 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金       一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

 については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお 

 ります 

 

 (2) 賞与引当金      賞与の支払いに備えるため、支払見込額を計上しております。 

  

 (3) 退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、退職一時金及び確定給付型企業年金

 について、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

 に基づき計上しております。 

 ① 退職給付見込額の期間帰属方法 

   退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで

の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており

ます。 

  ② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

   確定給付型企業年金に係る数理計算上の差異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、発生

した事業年度の翌期から費用処理することとしております。また、

退職一時金に係る数理計算上の差異は、発生した事業年度の翌期に

一括して費用処理することとしております。 

   退職一時金及び確定給付型企業年金に係る過去勤務費用は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法に

より、発生した事業年度から費用処理することとしております。  
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 (4) 時効後支払損引当金   時効成立のため利益計上した収益分配金及び償還金について、受益

者からの今後の支払請求に備えるため、過去の支払実績に基づく将

来の支払見込額を計上しております。 

                           

5. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

6. 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

なお、当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和 2 年法律第 8 号)において創設された

グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行わ

れた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関

する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年 3月 31 日）第 3項の取扱いにより、「税効果会計に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号 2018 年 2 月 16 日）第 44 項の定めを

適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 

 

 

[ 貸借対照表に関する注記 ] 

1. 有形固定資産の減価償却累計額                    3,109 百万円 

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

  短期金銭債権                                 259 百万円 

  短期金銭債務                                8,563 百万円 

 

 

[ 損益計算書に関する注記 ] 

関係会社との取引高 

 営業収益                                1,551 百万円 

 営業費用及び一般管理費                   9,049 百万円 

 営業収益以外の収益                      5,410 百万円 
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[ 株主資本等変動計算書に関する注記 ] 

1.  当事業年度の末日における発行済株式の数  

株式の種類 当事業年度期首 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末 

普通株式 5,150,693 株 - - 5,150,693 株 

2.   剰余金の配当に関する事項 

（1）配当財産が金銭である場合における当該金銭の総額 

 2019 年 5 月 15 日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。 

 普通株式の配当に関する事項 

 配当金の総額      25,650 百万円 

 1 株当たり配当額      4,980 円 

 基準日      2019 年 3 月 31 日 

 効力発生日     2019 年 6月 28 日 

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

2020 年 5 月 19 日開催予定の取締役会において、次の議案を付議する予定であります。 

普通株式の配当に関する事項 

 配当金の総額      23,950 百万円 

 1 株当たり配当額      4,650 円 

 基準日      2020 年 3 月 31 日 

 効力発生日     2020 年 6月 30 日 
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[ 税効果会計に関する注記 ] 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産                                百万円 

賞与引当金                 1,235 

退職給付引当金                             1,026 

関係会社株式評価減                           762 

投資有価証券評価減                           462 

未払事業税                                   285 

時効後支払損引当金                           177 

減価償却超過額                  171 

ゴルフ会員権評価減                           167 

関係会社株式売却損                           148 

未払社会保険料                    97 

その他                                       219 

繰延税金資産小計                             4,754 

評価性引当額                               △1,532 

繰延税金資産合計                             3,222 

繰延税金負債                                      

その他有価証券評価差額金                     4 

前払年金費用                             478 

繰延税金負債合計                               483 

繰延税金資産の純額                           2,738 
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 [ 金融商品に関する注記 ] 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

       当社は、投資信託の運用を業として行っており、自社が運用する投資信託の商品性維持等を目

的として、当該投資信託を特定金外信託を通じ保有しております。特定金外信託を通じ行って

いるデリバティブ取引については、保有する投資信託にかかる将来の為替及び価格の変動によ

るリスクの軽減を目的としているため、投資信託保有残高の範囲内で行うこととし、投機目的

のためのデリバディブ取引は行わない方針であります。 

なお、余資運用に関しては、譲渡性預金等安全性の高い金融資産で運用し、資金調達に関して

は、親会社である野村ホールディングス株式会社及びその他の金融機関からの短期借入による

方針であります。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

特定金外信託を通じ保有している投資信託につきましては、為替変動リスクや価格変動リス

クに晒されておりますが、その大部分については為替予約、株価指数先物、債券先物、スワッ

プ取引などのデリバティブ取引によりヘッジしております。また、株式につきましては、政策

投資として、あるいは業務上の関係維持を目的として保有しておりますが、価格変動リスクに

晒されております。有価証券及び投資有価証券並びに金銭の信託については財務部が管理して

おり、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、その内容を経営に報告しております。 

デリバティブ取引の実行及び管理については、財務部及び運用調査本部で行っております。

デリバティブ取引については、取引相手先として高格付を有する金融機関に限定しているため

信用リスクはほとんどないと認識しております。財務部は月に一度デリバティブ取引の内容を

含んだ財務報告を経営会議で行っております。 

 また、営業債権である未収委託者報酬は、投資信託約款に基づき、信託財産から委託者に対

して支払われる信託報酬の未払金額であり、信託財産は受託銀行において分別保管されてい

るため、信用リスクはほとんどないと認識しております。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

2020 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価、及びこれらの差額については次のとおりで

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。 

(単位：百万円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金・預金 2,626 2,626 - 

(2)金銭の信託 41,524 41,524 - 

(3)未収委託者報酬 23,936 23,936 - 

(4)未収運用受託報酬 4,336 4,336 - 

(5)有価証券及び投資有価証券 24,399 24,399 - 

その他有価証券 24,399 24,399 - 

資産計 96,823 96,823 - 

(6)未払金 15,279 15,279 - 

  未払収益分配金 0 0 - 

  未払償還金 3 3 - 

  未払手数料 6,948 6,948 - 

  関係会社未払金 7,262 7,262 - 

  その他未払金 1,063 1,063 - 

(7)未払費用 10,290 10,290 - 

(8)未払法人税等 1,564 1,564 - 

負債計 27,134 27,134 - 

 

注 1：金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

 (1）現金・預金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。  

 

 (2）金銭の信託 

信託財産は、主として投資信託、デリバティブ取引、その他の資産（コールローン・委託証拠金

等）で構成されております。これらの時価について投資信託については基準価額、デリバティブ取

引に関しては、上場デリバティブ取引は取引所の価格、為替予約取引は先物為替相場、店頭デリバ

ティブ取引は取引先金融機関から提示された価格等によっております。また、その他の資産につい

ては短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 

 

 (3）未収委託者報酬、(4) 未収運用受託報酬 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。  

 

 (5）有価証券及び投資有価証券 

その他有価証券 

譲渡性預金及びコマーシャル･ペーパーは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しい

ことから、当該帳簿価額によっております。 

 

 (6) 未払金、(7) 未払費用、(8) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

 

注 2：非上場株式等（貸借対照表計上額：投資有価証券 1,437 百万円、関係会社株式 10,171 百万円）

は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積もることなどができず、時価を把握する
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ことが極めて困難と認められるため、「有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。 

 

注 3：金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

(単位：百万円) 

 1 年以内 
1 年超 

5 年以内 

5 年超 

10 年以内 
10 年超 

現金・預金 2,626 - - - 

金銭の信託 41,524 - - - 

未収委託者報酬 23,936 - - - 

未収運用受託報酬 4,336 - - - 

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券 24,399 - - - 

合計 96,823 - - - 
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[ 関連当事者との取引に関する注記 ] 

1. 親会社及び法人主要株主等 

該当はありません｡ 

 
 
2. 兄弟会社等 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 資本金 事業の内容 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合 

関連当事者との

関係 
取引の内容 

取引 

金額 

(百万円) 

科目 

期末 

残高 

(百万円) 

親会社の

子会社 

野村證券株式

会社 

東京都 

中央区 

10,000 

(百万円) 
証券業 

 

－ 

 

当社投資信託

の募集の取扱

及び売出の取

扱ならびに投

資信託に係る

事務代行の委

託等 

役員の兼任 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払（*1） 

     

31,378 
未払手数

料 
5,536 

       

コマーシャ

ル･ペ－パ

ーの購入 

(*2) 

20,000 有価証券 19,999 

       
有価証券受

取利息 
0 

その他営

業外収益 
0 

 
 
3. 役員及び個人主要株主等 

該当はありません｡ 

 

(注) 1. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

おります。 

 

2. 取引条件及び取引条件の決定方針等 

        （*1）投資信託に係る事務代行手数料については、商品性等を勘案し総合的に決定しておりま

す。 

        （*2）コマーシャル･ペ－パーの購入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定して

おります。 

 

 

 

[ 1 株当たり情報に関する注記 ] 

 

1. 1 株当たり純資産額   16,557 円 31 銭 

2. 1 株当たり当期純利益   4,658 円 88 銭 
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